
医療福祉施設等価格高騰対策支援事業について
健康福祉部健康保健課・福祉課

１ 概要

　交付額は、県交付額の１／２とする。

２ 対象施設及び交付単価 （単位：円）

基準額 加算額 基準額 加算額
(1) 医療機関等

ア 入院施設 180,000
20,000
/病床

90,000
10,000
/病床

イ その他

(2) 介護関係施設

ア 入所施設

イ 訪問系

サービス

ウ 通所系

サービス

(3) 障がい関係施設
ア 入所施設

180,000
9,000
/定員

90,000
4,500
/定員

イ 訪問系

サービス

ウ 通所系

サービス

※県交付対象外の福祉施設も市交付対象とする。

資料№２

認知症対応型通所介護

就労継続支援A型・Ｂ型

児童発達支援

放課後等デイサービス

通所型サービスＡ(独自/定率)

共同生活援助

居宅介護、同行援護

重度訪問介護

生活介護、短期入所

就労移行支援

訪問型サービスＡ(委託)

短期入所療養介護

通所介護

通所型サービス(独自)

介護老人保健施設

看護小規模多機能型居宅介護

居宅介護支援、訪問介護

訪問リハビリテーション

介護予防支援

訪問介護相当サービス(独自)

通所型サービスＡ(委託)

　原油・原材料高騰に直面する医療機関及び社会福祉施設等の安定的なサービスの提供を
支援するため、光熱費・食材費・ガソリン代の価格高騰分の一部について、県が行う「社
会福祉施設等価格高騰対策支援事業」の助成に上乗せする形で助成を行う。

90,000 ― 45,000 ―

種類

病院、有床診療所

一般診療所、歯科診療所

薬局

県交付単価 市交付単価

1,500
/定員

― 45,000 ―

4,500
/定員

10,000 ―

45,000
1,500
/定員

10,000 ―

9,000
/定員

90,000

3,000
/定員

45,000

短期入所生活介護

介護老人福祉施設

90,000

20,000 ―

90,000
3,000
/定員

20,000 ―

180,000

90,000

認知症対応型共同生活介護

小規模多機能型居宅介護

住宅型有料老人ホーム

地域密着型通所介護

通所リハビリテーション
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３ 交付見込額 （単位：円）

施設数 基準単価 病床/定員 加算単価

(1) 医療機関等 入院施設 1,660,000 3 90,000 139 10,000

その他 1,305,000 29 45,000

(2) 介護関係施設 入所施設 4,189,500 21 90,000 511 4,500

訪問系 350,000 35 10,000

通所系 2,022,000 28 45,000 508 1,500

(3) 入所施設 459,000 4 90,000 22 4,500

訪問系 40,000 4 10,000

通所系 958,500 18 45,000 99 1,500

合計 10,984,000

４ 財源

　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 8,787 千円

　一般財源 2,197 千円

合計 10,984 千円

５ スケジュール（予定）

令和4年 11月17日 市議会臨時会に補正予算案提出

　～30日 対象施設へ通知

12月上旬 交付申請受付開始

　～ 以降、随時受付け、審査、支払い

令和5年 2月28日 申請締切り

3月15日 最終支払

障がい関係施設

区分
（積算）

交付見込額
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